
平成 30 年度顧客満足度調査結果 

１. 調査目的 

  センターが提供した事業への満足度及びその理由等の調査を行い、その結果を事業内容等の検討に

資することにより、センターのサービス内容の充実及び質の向上を図ることを目的とする。 

 

２. 調査概要 

（１）実施時期 

   平成 31 年４月 26 日（金）～令和元年５月 10 日（金） 

   ※30 年度実施時に満足度を聴取した事業にあっては、新たに聴取せず、 

その聴取結果を使用した。 

（２）対象者 

   平成 30 年度内に当センターの提供するサービスを利用した企業・団体・個人等 

（３）項目 

   サービス利用の満足度（5 段階）及びその理由（複数回答可）、 

センターに対する要望・意見 

（４）その他 

   調査対象事業は集計表に記載のとおり。（１）の実施機関に満足度を聴取した対象者には、満足・

不満足理由も併せて聴取した。 

 

３. 調査結果 

 ① 総合満足度  4.16（昨年度 4.21）※中期経営計画における目標値 4.00 

 ② 回答率    82.5％（昨年度 69.0％） 

   ※詳細は資料 1（平成 31 年度顧客満足度調査集計表）参照 

 

４. 満足度内訳 

  満足 やや満足 普通 やや不満 不満 計 満足度 

Ⅰ 中小企業総合支援事業 215 111 19 9 3 357 4.47  

Ⅱ 販路開拓支援事業 31 35 37 14 7 124 3.56  

Ⅲ 産業人材確保支援事業 97 70 26 10 3 206 4.20  

Ⅳ 金融支援事業 26 2 2 0 0 30 4.80  

Ⅴ 取引支援事業 391 323 309 16 0 1,039 4.05  

Ⅵ 研究開発支援事業 64 13 6 1 0 84 4.67  

全体 824 554 399 50 13 1,840 4.16  

※満足度算出方法： 

 満足 5 点、やや満足 4 点、普通 3 点、やや不満 2 点、不満 1 点とし、各回答数を乗じ小計を各回答

数で除した平均値である。 

 

 



５. ５月に実施した満足度調査における満足理由の割合 

【全体】 

 

【Ⅰ中小企業総合支援事業】 

 

 

【Ⅱ販路開拓支援事業】 

 

 

【Ⅲ産業人材確保支援事業】 

 ※事業別のアンケート結果を実施したため、満足度の理由は無 

 

 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファンド

外国出願

情報提供

総合相談

効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大連商談会

効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

未回答



 【Ⅳ金融支援事業】 

 

 

【Ⅴ取引支援事業】 

 

 

【Ⅵ研究開発支援事業】 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

機械類貸与

高度化ｽｷｰﾑ
効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

半導体

効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

未回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サポイン

高付加価値
効果が得られた

職員の対応が良い

フォローアップが良い

その他

未回答



６. 分析 

 下記分析結果は、当年 5 月に実施した顧客満足度調査及び、昨年度各事業で実施したアンケート結果

のデータを合算した数値の分析結果である。 

全体の満足度は 4.16 となり、中期経営計画の目標値である 4.00 を達成する結果となった。 

昨年度の 4.21 ポイントと比較すると 0.05 ポイント低下だが、これは昨年度の対象事業所が 2,091 事業所

だったのに比べ、今年度の対象事業所が 2,231 事業所と、140 事業所の増加であることから、分母が増

加したことによる低下であり、ほぼ横ばいと考える。 

 事業別にみると、中小企業総合支援事業は、今年度 4.47 で昨年度比は 0.04 ポイント上昇。 

販路開拓支援事業は、今年度 3.56 で昨年度比は 0.49 ポイントと大きく低下。前々年度（2017 年度）ま

で開催していた東京高島屋展が未実施だったことによるアンケート調査対象事業所の減少や、物産販路

開拓事業のアンケート結果回答の、やや不満、不満と答えた事業所数が 7 事業所増加した影響と考えら

れる。 

 産業人材確保事業は、今年度 4.20 で昨年度比 0.33 ポイント上昇。昨年度アンケート実施・回答した事

業所数 23 から、今年度 206 へ 183 事業所増加したことから、ポイントでの比較は難しい。事業所の増

加は、2018 年度から産業人材確保事業へ加わった被災地域中小企業人材確保・定着等支援事業、新技術

対応人材育成事業、プログラミング事業、ものづくり産業人材育成事業のアンケート実施に起因する。 

 金融支援事業では、今年度 4.80 で昨年度比 0.01 ポイント低下だが、昨年度あった、やや不満・不満と

する企業が、今年度は 0 であった。 

 取引支援事業では、今年度 4.05 で昨年度比 0.03 ポイント低下。昨年度アンケート実施・回答した事業

所 708 から今年度 1039 へ 331 事業所増加したことから、産業人材確保事業と同様に、ポイントでの比

較は難しい。事業所の増加は、2018 年度開催の 4 道県合同商談会のアンケート回答事業所数が大きく影

響している。 

 研究開発事業では、今年度 4.67 で昨年度比 0.37 ポイント増加。高付加価値型ものづくり技術振興事業

での回答率が今年度 92.3％で昨年度比 39.4 増加しており、高い回答率かつ満足度が高い結果となった。 

 5 月に実施した満足度調査を実施した事業では、満足度の他、満足・不満足理由についても聴取したが、

不満・やや不満と回答した事業所はなかった。また、満足・やや満足と回答した理由として、全体にお

いては、効果が得られた 44％、職員の対応が良い 38％、フォローアップが良い 16％、その他 1％、未回

答が 1％の結果となった。どの事業においても、職員の対応が良いとの回答が 40％前後と安定している。

中小企業総合支援事業と研究開発支援事業では、回答数が 50 を超えているにもかかわらず、特にフォロ

ーアップが良いとの回答が 20％を超える結果となった。また、センターへの要望意見では、感謝の声や

事業継続を望む声が多く、その他個々のリクエストもあった。 

 

 

 


